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税務訴訟資料 第２６１号－２４５（順号１１８３５） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（北税務署長事務承継者大阪福島税務署長、国税不服審判所長） 

平成２３年１２月１６日棄却・控訴 

 

判 決 

原告         甲 

同訴訟代理人弁護士  片岡 成弘 

同          吉田 幸至 

同          渡邉 収 

被告         国 

同代表者法務大臣   平岡 秀夫 

処分行政庁      北税務署長事務承継者大阪福島税務署長 

           平野 潤一 

裁決行政庁      国税不服審判所長 

           孝橋 宏 

被告訴訟代理人弁護士 兵頭 厚子 

被告指定代理人    大門 宏一郎 

同          松本 淳 

同          藤井 弘子 

同          中村 嘉造 

同          石原 英之 

同          山岡 啓二 

同          上田 英毅 

同          岡本 一郎 

同          烏田 真人 

同          柏木 孝夫 

同          松田 光弘 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 北税務署長が平成２０年１２月１５日付けで原告に対してした原告の平成１９年分所得税の

更正のうち、課税総所得金額０円、還付金の額に相当する税額１３２万４４９９円を超える部分

及び過少申告加算税の賦課決定を取り消す。 

２ 北税務署長が平成２０年１２月１５日付けで原告に対してした原告の平成１８年分所得税の
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更正のうち、課税総所得金額６７３万５０００円、還付金の額に相当する税額２７７万２７１８

円を超える部分及び無申告加算税の賦課決定を取り消す。 

３ 北税務署長が平成２０年１２月１５日付けで原告に対してした原告の平成１７年分所得税の

更正のうち、課税総所得金額１３６３万００００円、還付金の額に相当する税額１２０万０８０

０円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定を取り消す。 

４ 国税不服審判所長が平成２２年２月２４日付けで原告に対してした原告の審査請求をいずれ

も棄却する旨の裁決を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子 

 本件は、医師である原告が、北税務署長が平成２０年１２月１５日付けで原告に対してした平

成１７年分から平成１９年分まで（以下「本件各年分」という。）の所得税について、それぞれ

更正処分（以下「本件各更正処分」という。）並びに平成１７年分及び平成１９年分については

過少申告加算税の、平成１８年分については無申告加算税の賦課決定処分（以下「本件各決定処

分」といい、本件各更正処分と併せて「本件各処分」という。）をしたため、原告が、本件各更

正処分のうち申告額を超える部分及び本件各決定処分の各取消しを求めるとともに、これらの処

分に対して原告がした審査請求（以下「本件各審査請求」という。）を棄却する旨の裁決（以下

「本件裁決」という。）の取消しを求めた事案である。 

２ 法令の定め 

(1) 所得税法２条１項１６号は、棚卸資産は、事業所得を生ずべき事業に係る商品、製品、半

製品、仕掛品、原材料その他の資産（有価証券及び山林を除く。）で棚卸しをすべきものとし

て政令で定めるものをいうと規定する。 

 また、同項１９号は、減価償却資産は、不動産所得若しくは雑所得の基因となり、又は不動

産所得、事業所得、山林所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供される建物、構築物、機

械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備品、鉱業権その他の資産で償却をすべ

きものとして政令で定めるものをいうと規定する。 

(2) 所得税法２７条１項は、事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス

業その他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを

除く。）をいうと規定する。 

 これを受け、所得税法施行令６３条は、所得税法２７条１項に規定する政令で定める事業と

して、同条１号から１１号までの各事業に加え、同条１２号で、前各号に掲げるもののほか、

対価を得て継続的に行なう事業を規定する。 

(3) 所得税法２８条１項は、給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの

性質を有する給与に係る所得をいうと規定する。 

(4) 所得税法６９条１項は、総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額を計算する場合にお

いて、不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算上生じ

た損失の金額があるときは、政令で定める順序により、これを他の各種所得の金額から控除す

る（損益通算）と規定する。 

(5) 租税特別措置法３１条１項は、長期譲渡所得の課税の特例として、個人が、その有する土

地若しくは土地の上に存する権利又は建物及びその附属設備若しくは構築物で、その年１月１

日において所有期間が５年を超えるものの譲渡をした場合には、当該譲渡による譲渡所得につ
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いては、他の所得と区分し、その年中の当該譲渡に係る譲渡所得の金額に対し、長期譲渡所得

の金額の１００分の１５に相当する金額に相当する所得税を課する、この場合において、長期

譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額があるときは、所得税法その他所得税に関する法令

の規定の適用については、当該損失の金額は生じなかったものとみなすと規定する。 

 同条３項２号は、所得税法６９条の規定の適用については、同条１項中「譲渡所得の金額」

とあるのは「譲渡所得の金額（租税特別措置法３１条１項（長期譲渡所得の課税の特例）に規

定する譲渡による譲渡所得がないものとして計算した金額とする。）」と、「各種所得の金額」

とあるのは「各種所得の金額（長期譲渡所得の金額を除く。）」とすると規定する。 

(6) 国税通則法１８条１項は、期限内申告書を提出すべきであつた者は、その提出期限後にお

いても、同法２５条の規定による決定があるまでは、納税申告書を税務署長に提出することが

できるとし、同条２項は、前項の規定により提出する納税申告書は、期限後申告書というと定

める。 

 国税通則法６６条１項は、期限後申告書の提出があつた場合等には、当該納税者に対し、申

告等に基づき同法３５条２項（期限後申告等による納付）の規定により納付すべき税額に１０

０分の１５の割合を乗じて計算した金額に相当する無申告加算税を課する、ただし、期限内申

告書の提出がなかつたことについて正当な理由があると認められる場合は、この限りでない旨

規定する。 

３ 前提事実 

 本件において、以下の事実は、掲記の各証拠及び弁論の全趣旨により容易に認定することがで

きる。なお、書証番号は特に断らない限り枝番号を含む。 

(1) 当事者 

 原告は、医師であり、勤務医として働き、収入を得ていたが、平成１９年７月２日、メンタ

ルクリニックを開業し、開業医として収入を得るようになった（甲１９、乙１７）。 

(2) 本件各処分に至る経緯 

ア 所得税の確定申告書の提出 

 原告は、平成１８年３月１４日、別表１「課税の経緯（平成１７年分）」の「確定申告」

欄記載のとおり、平成１７年分の所得税の確定申告書（以下「平成１７年分所得税確定申告

書」といい、他の年分の所得税の確定申告書も同様に表記する。）を大淀税務署長に提出し

（乙４）、平成２０年３月１４日、別表３「課税の経緯（平成１９年分）」の「確定申告」欄

記載のとおり、平成１９年分所得税確定申告書を北税務署長に提出した（乙３）。 

 原告は、平成１９年３月、別表２「課税の経緯（平成１８年分）」の「確定申告」欄記載

のとおり、平成１８年分所得税確定申告書を大淀税務署長に提出したが（乙２）、提出した

具体的な日時については争いがある。 

イ 修正申告の提出 

 平成２０年１１月２１日、北税務署の担当職員は、原告に対し、本件各年分の所得税の修

正申告のしょうようをしたところ（甲４）、原告は、同月２９日付けで、本件各年分の所得

税の修正申告書を郵送により提出した（甲５、乙１）。 

 北税務署の担当職員は、平成１８年分及び平成１９年分の所得税の修正申告書については、

納付すべき税額が平成１８年分所得税確定申告書及び平成１９年分所得税確定申告書に記

載された税額よりもそれぞれ少なかったことから、別表２及び３の各「更正の請求」欄記載
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のとおり、いずれも更正の請求の趣旨で提出された書面（以下、それぞれ「平成１８年分更

正の請求書」、「平成１９年分更正の請求書」という。）として取り扱うこととし、平成２０

年１２月５日付けの書面により、原告にその旨通知した（甲５）。 

 平成１７年分所得税修正申告書については、納付すべき税額が新たに生じることになった

（もっとも、その税額は北税務署の職員が提示した金額とは異なっていた。）ため、別表１

の「修正申告」欄記載のとおり、修正申告書として取り扱われた（甲５）。 

ウ 更正をすべき理由がない旨の通知処分 

 北税務署長は、同月１０日付けで、平成１８年分更正の請求書及び平成１９年分更正の請

求書に対し、更正をすべき理由がない旨の各通知処分をした（甲６）。 

エ 本件各更正処分等 

(ア) 北税務署長は、平成２０年１２月１５日付けで、別表１から３までの各「更正処分」

欄記載のとおり、本件各年分の所得税の申告税額がいずれも過少であったとして、本件各

更正処分をするとともに、平成１７年分及び平成１９年分については過少申告加算税の賦

課決定処分を行い、さらに、平成１８年分所得税確定申告書は期限後申告書であることを

理由に、平成１８年分については無申告加算税の賦課決定処分を行った（甲７）。 

(イ) 本件各更正処分の概要は、次のとおりである。 

ａ 原告は、本件各年分の所得税の確定申告に当たり、原告が行っている服飾の有償レン

タル（以下「本件服飾レンタル」という。）から生じた所得（以下「本件服飾レンタル

所得」という。）並びに原告がＥ株式会社（以下「Ｅ」という。）に対して行っていた役

務の提供（以下「本件役務提供」という。）から生じた所得（以下「本件役務提供所得」

といい、本件服飾レンタル所得と併せて「本件各所得」という。）及びその他の企業に

対して行っていた役務の提供から生じた所得（以下「本件役務提供外所得」といい、本

件役務提供所得と併せて「本件役務提供所得等」という。）が、いずれも事業所得に該

当し、当該所得の計算上生じた損失が損益通算の対象となるものとして総所得金額を計

算していたが、本件各更正処分は、本件服飾レンタル所得及び本件役務提供所得等がい

ずれも雑所得に該当するものとして、これらの所得の計算上生じた損失を損益通算の対

象としなかった（甲７、１９）。 

ｂ 原告は、平成１８年分所得税確定申告書において、原告が昭和６３年から所有してい

た建物である大阪市中央区所在のＡ●●号室（以下「Ａ」という。）の譲渡により生じ

た損失を損益通算の対象としていたところ、平成１８年分の更正処分は、当該損失を損

益通算の対象としなかった。 

(3) 不服申立て及び本件訴訟の提起 

ア 異議申立て及び異議決定 

 原告は、本件各処分を不服として、平成２１年１月２１日付けで、北税務署長に対し、そ

れぞれ異議申立て（以下「本件各異議申立て」という。）をした（甲９）。これに対し、北税

務署長は、同年３月１８日付けで、本件各異議申立てをいずれも棄却する旨の異議決定（以

下「本件異議決定」という。）を行った（甲１１）。 

イ 本件各審査請求及び本件裁決 

 原告は、本件異議決定を不服として、同年４月１６日、国税不服審判所長に対し、それぞ

れ審査請求（本件各審査請求）をした（甲１２）。 
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 国税不服審判所長は、本件役務提供所得は給与所得に該当し、本件役務提供外所得は事業

所得に該当する旨の判断を行い、所得区分の取扱いを一部変更したものの、異議調査の結果、

給与所得の金額の加算等により、原告の本件各年分に納付すべき税額はいずれも本件各更正

処分の額を上回ることから、平成２２年２月２４日付けで、本件各審査請求をいずれも棄却

する旨の本件裁決を行った（甲１９）。 

ウ 本件訴訟の提起 

 原告は、同年８月３１日、本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

４ 本件各処分の根拠 

 被告が主張する原告の本件各年分の所得税に係る納付すべき税額の計算は、別紙「本件各更正

処分等の根拠」に記載のとおりである。 

５ 争点 

 本件における争点は以下のとおりである。 

(1) 本件服飾レンタル所得が事業所得に該当するか（争点①） 

(2) 本件役務提供所得が事業所得に該当するか（争点②） 

(3) 本件各所得の事業所得該当性を否定することが信義則に反するか（争点③） 

(4) Ａの譲渡により生じた損失は損益通算の対象となるか（争点④） 

(5) 平成１８年分所得税確定申告書が期限後申告書であるか（争点⑤） 

(6) 本件裁決の違法性（争点⑥） 

第３ 争点に対する当事者の主張 

１ 争点①（本件服飾レンタル所得が事業所得に該当するか）について 

(1) 被告の主張 

ア ある所得が事業所得に当たるか否かは、それが自己の計算と危険において独立して営まれ、

営利性、有償性を有し、かつ反復継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められ

る業務から生ずる所得であるか否かによって判断される。 

イ まず、平成１９年の本件服飾レンタルに係る仕入金額及び収入金額がいずれも０円である

ことに鑑みると、遅くとも平成１９年には、服飾品のレンタルが反復、継続して行われてい

ないことが認められるから、本件服飾レンタルは平成１９年には少なくとも事業性を有して

いないといえる。 

ウ また、平成１８年以前においても、本件服飾レンタルに係る収入金額が仕入金額を大きく

下回っているにもかかわらず、原告は、宣伝広告を全くしていないこと、また、顧客はいず

れも原告と個人的関係のある者に限られていることからすると、本件服飾レンタルに営利性

があるとは到底いえない。さらに、本件服飾レンタルが特別な人的設備及び物的設備を有し

ていないこと、原告が本件服飾レンタルに当てた時間帯は、医師業務に差し支えない空き時

間であり、医師業により相当安定した所得を得ていたことや、事業者であれば代金決済に関

して通常作成すると思われる領収書や請求書、さらには取引の状況を示す帳簿等も作成され

ていないことに鑑みれば、原告は、本件服飾レンタルを医師業の片手間に行っていたにすぎ

ないと考えられる。以上の諸点に照らせば、本件服飾レンタルは社会通念上事業性を有して

いなかったというべきである。 

エ 以上からすれば、本件服飾レンタル所得は、事業所得ではなく、雑所得に該当する。 

(2) 原告の主張 
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 本件服飾レンタルには事業性が認められる。 

 被告は、本件服飾レンタルの仕入金額が、収入金額を大幅に上回っていることを問題とする

が、レンタル業の場合、商品の購入代金は、減価償却費として計上すべきものであり、各年度

で収入金額が減価償却費合計額よりも少なく、最終決算の結果が赤字であっても、レンタル品

在庫が増えて行き、かつ減価償却が期間経過で減少していけば、将来的には黒字決算となって

いる可能性があるのであって、現在において仕入金額が収入金額を上回っていることを過大視

すべきでない。 

 また、被告は、事業性が認められるためには宣伝広告をし、特別な人的設備や物的設備を有

していることが必要である旨主張するが、何ら根拠がない。また、本件服飾レンタルの事務所

として使用していたマンションには、大きなクローゼットやタンスが設置されており、レンタ

ル商品である服飾品が多数保管されていたのであり、本件服飾レンタルは、特別な物的設備を

有しているといえるから、被告の主張はその前提を欠くものである。 

２ 争点②（本件役務提供所得が事業所得に該当するか）について 

(1) 被告の主張 

ア 給与所得は、雇傭契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服し、何らかの

空間的、時間的な拘束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務の提供があり、その対価

として得られた所得である。 

 本件役務提供の内容は、Ｅが必要と認めた同社の従業員の健康に関する事項について、同

社が定めた特定の日・時間に、同社が手配した特定の場所で、同社が定めた時間にわたって、

継続的に労働衛生に関する会議への出席及び健康相談等を行うというものであり、これに対

する対価として、原告は、同社が定める毎月一定の日に報酬の支払を受けることとされてい

た。以上のとおり、本件役務提供には相当の拘束があり、受け取る報酬の支払時期及び金額

もあらかじめ一定しているいわゆる固定給の性格が強いことからすれば、原告がＥから受け

取る報酬は、雇傭契約に類する原因に基づき同社の指揮命令に服し、何らかの空間的、時間

的な拘束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務を提供したことによる対価であるとい

える。したがって、原告の本件役務提供により生じた所得は、給与所得に該当する。 

イ なお、仮に、原告がＥから受け取る報酬が給与所得に該当しないとしても、原告の提供す

る役務の内容及び受け取る報酬の性質からすれば、当該報酬は事業所得に該当せず雑所得に

当たるというべきである。 

(2) 原告の主張 

 本件役務提供の具体的内容は、Ｅの労働衛生に関する会議へ出席し、社員の健康やメンタル

ヘルス向上について担当者を指導し、アイデアを提供するというものである。これらの役務提

供は、場所や時間は委託企業であるＥの都合によって制約される部分もあるが、指揮命令に服

して役務を提供しなければならないというものではなく、原告の医師としての知見・経験等に

基づき自由な立場で意見を述べ、指導する請負的なものであるから、これにより生じた所得は

給与所得ではなく事業所得である。 

３ 争点③（本件各所得の事業所得該当性を否定することが信義則に反するか）について 

(1) 原告の主張 

 平成１４年の税務調査や、それ以前の複数回の調査においては、本件各所得が事業所得に該

当することを否認されなかったし、また、平成１７年分及び平成１９年分の所得税については、
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原告提出に係る本件各所得が事業所得に該当することを前提とした確定申告書のとおりに還

付が行われていたため、原告としては、当該税務当局の態度を信用し、本件各所得が事業所得

であるということが認められたとの認識を有していた。 

 このように、本件各所得については、事業所得に該当するとの税務官庁の公的見解が表示さ

れていたのであり、原告はこれを信頼していたのであるから、本件各所得が事業所得に当たら

ないとする本件各処分は、当該公式見解の取扱いを変更するものであって、信義則に反し、違

法である。 

(2) 被告の主張 

ア 租税法規に適合する課税処分について、信義則の法理の適用により、違法なものとして取

り消すことができるためには、①税務官庁が、納税者に対して、信頼の対象となる公的見解

を表示したこと、②納税者の信頼が保護に値するものであること、③納税者が公的見解の表

示を信頼し、それに基づいて何らかの行為をしたことが必要である。 

 そうであるところ、本件において、大淀税務署長その他の責任ある立場にある者が、原告

に対して本件各所得の事業所得該当性を肯定する旨の公式見解を示したことはなく、したが

って、原告がこれを信頼し、それに基づき何らかの行為をしたともいえないから、信義則を

適用し、本件各更正処分を取り消す余地はない。 

イ 原告は、①平成１４年に行われた税務調査及びそれ以前の複数回の税務調査においても本

件各所得の事業所得該当性を否定されなかったこと、②平成１７年分及び平成１９年分の所

得税について還付が行われていることをもって、本件各所得の事業所得該当性を否認するこ

とは信義則に反する旨主張する。 

 しかしながら、平成１４年の税務調査の結果、大淀税務署長が、本件服飾レンタル及び本

件役務提供の事業性を否認しなかったのは、同税務調査において、原告の協力を得られなか

ったため、本件服飾レンタルの業務内容等を具体的に把握することができなかったからであ

り、また、本件役務提供についてはそもそも調査の対象となっていなかったからであって、

これにより本件各所得を将来にわたって事業所得として計上することを是認する旨の公式

見解を示した訳でないことは明らかである。 

 また、平成１７年分及び平成１９年分の所得税について還付が行われているのは、確定申

告の内容からは、本件各所得が事業所得として計上されていることが法令に反していること

を直ちに判断できなかったことから、とりあえず行ったにすぎない。 

 したがって、原告の主張する上記事情をもって信義則の法理を適用することはできない。 

４ 争点④（Ａの譲渡により生じた損失は損益通算の対象となるか）について 

(1) 被告の主張 

 Ａの譲渡により生じた損失は、租税特別措置法３１条１項及び同条３項２号により、損益通

算の対象とならない。 

 なお、原告は、Ａは棚卸資産に該当するから、その譲渡により生じた損失は損益通算の対象

となる旨主張するが、Ａは、原告が昭和６３年に取得して以降、平成１８年に譲渡されるまで

賃貸の用に供されていたものであり、原告も、平成１３年分から平成１８年分の収支内訳書（不

動産取得用）において、Ａを減価償却資産に該当するものとして減価償却費の計算をしている

ことからすれば、Ａは、減価償却資産に該当し、棚卸資産には該当しない。 

(2) 原告の主張 
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 不動産を不動産による収益を得る目的の営業に供する目的で売買することは、一種の棚卸資

産に該当するものと取り扱われるべきであるから、原告がＡの譲渡により生じた損失について

は、損益通算が認められるべきである。 

５ 争点⑤（平成１８年分所得税確定申告書が期限後申告書であるか）について 

(1) 被告の主張 

 平成１８年分所得税確定申告書の提出期限は、平成１９年３月１５日であり、その提出期限

後に提出された申告書は、国税通則法１８条２項にいう期限後申告書に該当することになる。 

 そうであるところ、原告の平成１８年分所得税確定申告書は、同月１６日に大淀税務署にお

いて提出・受理されているから、期限後申告書である。したがって、平成１８年分の無申告加

算税賦課決定処分は適法である。 

(2) 原告の主張 

ア 原告は、平成１８年分所得税確定申告書を、期限である平成１９年３月１５日に間に合う

よう同月１４日にＢ株式会社の「Ｃサービス」（以下「Ｃ」という。）で送付したのであるか

ら、期限内に提出されたはずである。確かに、原告が提出した平成１８年分所得税確定申告

書には、平成１９年３月１６日に受領された旨の収受印があり、また原告がＣを用いて送付

した荷物が同月１６日に配達されたとの資料（乙６３）があるが、同月１４日に受け付けら

れたＣが同月１６日に配達されたなどということは受け入れ難い。仮に、同月１６日に配達

されたということが事実だとしても、同月１５日の夜間に配達されたにもかかわらず、税務

署の開庁時間外であったため受け付けてもらえず、配達員が夜間ポストに再配達連絡票を入

れておいて同月１６日に改めて配達された可能性がある。この場合、実際には同月１５日中

に配達されていたのであるから、期限内に申告したものと取り扱うべきである。 

イ また、原告は、同月１４日にＣの受付けを行い、平成１８年分所得税確定申告書を送付す

れば、当然同月１５日には到着すると考えていたのであるから、仮に期限内に確定申告書が

到着していなかったとしても、それについて正当な理由があるといえる。 

ウ 以上からすれば、平成１８年分の無申告加算税賦課決定処分は違法である。 

６ 争点⑥（本件裁決の違法性）について 

(1) 原告の主張 

 本件裁決は、上記３(1)と同様に、過去の取扱いを変更し、本件各所得を事業所得として認

めないこととしてされた本件各処分を正当として維持している点で、信義則に反し違法である。 

 なお、棄却裁決であっても、原処分と異なる理由でこれを維持している場合には、裁決の取

消しの訴えにおいても原処分の違法を主張することができるというべきである。本件裁決は、

本件各更正処分とは異なる理由でこれを維持しているから、本件裁決の取消しの訴えにおいて、

原処分の違法事由を主張することができる。 

(2) 被告の主張 

 原告は、本件裁決の判断内容の違法を主張して、本件裁決が違法であると主張しているが、

行政事件訴訟法１０条２項は、原処分主義を採用しており、裁決の取消しの訴えの訴訟物は裁

決自体の固有の違法事由に限られるから、原告の上記主張は、主張自体失当である。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点①（本件服飾レンタル所得が事業所得に該当するか）について 

(1) 総論 
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 所得税法２７条１項は、事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業

その他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを除

く。）をいうと規定し、これを受け、所得税法施行令６３条１２号は、所得税法２７条１項に

規定する政令で定める事業として、同条１号から１１号までの各事業に加えて、対価を得て継

続的に行なう事業を規定する。 

 そして、事業所得とは、自己の計算と危険において独立して営まれ、営利性、有償性を有し、

かつ反復継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められる業務から生ずる所得を

いうが（最判昭和５６年４月２４日・民集３５巻３号６７２頁）、具体的に特定の経済的活動

により生じた所得がこれに該当するといえるかは、当該経済的活動の営利性、有償性の有無、

継続性、反復性の有無のほか、自己の危険と計画による企画遂行性の有無、当該経済的行為に

費やした精神的、肉体的労力の程度、人的、物的設備の有無、当該経済的行為をなす資金の調

達方法、その者の職業、経歴及び社会的地位、生活状況及び当該経済的活動をすることにより

相当程度の期間安定した収益を得られる可能性が存するかどうか等の諸般の事情を総合的に

検討して、社会通念に照らして判断すべきである。 

(2) 認定事実 

 前記前提事実並びに掲記各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 原告の医業収入 

 原告は、平成１９年７月までは勤務医として、メンタルクリニック開業後は開業医として、

それぞれ相当程度安定した収入を得ており、当該収入がその総所得の大部分を占めていた

（乙２から４まで）。 

イ 本件服飾レンタル開始の経緯（甲２３、乙７、９） 

 原告は、平成３年頃、服飾店舗の経営者と親しくなり、服飾品のレンタル業を始めるので

あれば顧客を紹介すると言われたことをきっかけに、医師業のサイドビジネスとして本件服

飾レンタルを開始した。 

 なお、原告が本件服飾レンタルを開始した動機は、自分の好みに合い、かつサイズも自分

に合う服飾品を商品としてレンタルすれば、気が向いた時には自分も服飾品を身につけるこ

とができ、レンタル収入を得ることにより、より多くの服飾品を購入することができるとい

うものであった。 

ウ 本件服飾レンタルの具体的な態様（甲２３、乙６、７、９） 

(ア) 本件服飾レンタルの顧客は、原告とほぼ洋服のサイズが同じである１０人程度の知人

（上記本件服飾レンタルを始めることを原告に提案した服飾店舗の経営者に紹介しても

らった人物）に限定されていた。また、原告は、不特定多数を相手にするつもりはなかっ

たため、本件服飾レンタルの宣伝広告等は一切行っていなかった。 

(イ) 本件服飾レンタルは、特定の店舗や事務所等を設置して行われていたわけではなく、

留守番電話等により顧客から注文を受け、前記服飾店舗の経営者を介し、あるいは原告と

顧客の双方の都合のよい喫茶店等の場所で待ち合わせるなどして商品を授受し、レンタル

期間（約３か月から４か月）終了後、商品返却時に代金を受領するというレンタルシステ

ムをとっていた。なお、前記のとおり顧客は長年の知り合いであり、サイズも原告とほぼ

同じであったため、レンタルの際、試着等も行っていなかった。 

 また、本件服飾レンタルに係る事務については、基本的に、原告が１人で、医業の傍ら、
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手の空いている時間に行っていた（乙６、９）。 

(ウ) 本件服飾レンタルのレンタル商品は、原告が自ら客として服飾店舗で購入しており、

内容は、約１０万円のドレス（ワンピース）、約１２万円から１３万円のスーツ、約７万

円から８万円のジャケット、約１２万円から１３万円のコート等合計２００着から３００

着であった。これらの服飾品のサイズは、全て原告のサイズに合わせたＳサイズ又はＭサ

イズであり、原告のサイズに合わないものは扱っていなかった。 

(エ) 原告は、平成３年頃に購入したマンションの１室（Ｄ●●号室）にレンタル商品を保

管していた。当該マンションには、備え付けのクローゼットが１か所、押し入れ１か所の

ほかに、洋服ダンスが３棹（幅約１６０ｃｍ、高さ約１８０ｃｍのものが２棹と、幅約１

６０ｃｍ、高さ約２００ｃｍのものが１棹）、整理ダンスが１棹（幅約１２０ｃｍ、高さ

は腰位のもの。）収納ボックス等が置かれており、そこにレンタル商品が収納されていた。

当該マンションは居住用であり、看板等の本件服飾レンタルの表示は一切されておらず、

店舗としての外観も有していなかった。 

(オ) 原告は、本件服飾レンタルに関し、請求書や領収書を発行しておらず、また、本件服

飾レンタルの収支に係る帳簿等も作成していなかった。 

エ 本件服飾レンタルに係る収支 

 平成１３年から平成１９年までの、本件服飾レンタルに係る収支は次のとおりである。 

(ア) 服飾品の購入合計額（服飾減価償却資産の取得価額） 

 平成１３年  ３２５万７５９１円（乙１０） 

 平成１４年  ２５５万８６４５円（乙１１） 

 平成１５年  ２５８万５８５０円（乙１２） 

 平成１６年  ２７９万４５００円（乙１３） 

 平成１７年  ２６５万２３００円（乙１４） 

 平成１８年  １９３万６５００円（乙１５） 

 平成１９年         ０円（乙１６） 

(イ) 服飾減価償却資産償却費の各年分の必要経費算入額 

 平成１３年  ４３５万１８１６円（乙１０） 

 平成１４年  ３０２万１１０２円（乙１１） 

 平成１５年  ２３９万４１３７円（乙１２） 

 平成１６年  ２４１万８４３３円（乙１３） 

 平成１７年  ２３６万９６２５円（乙１４） 

 平成１８年  ２１６万８５００円（乙１５） 

 平成１９年         ０円（乙１６） 

(ウ) 収入金額 

 平成１３年   ５０万２０００円（乙１０） 

 平成１４年   ３９万６０００円（乙１１） 

 平成１５年   ６０万６０００円（乙１２） 

 平成１６年   ４９万３３００円（乙１３） 

 平成１７年   ４７万９９００円（乙１４） 

 平成１８年   ３８万７３００円（乙１５） 
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 平成１９年         ０円（乙１６） 

(3) 検討 

 前記認定事実によれば、少なくとも平成１３年から平成１８年までの間、原告が継続的に本

件服飾レンタルを行っていたことが認められる。もっとも、この間のいずれの年においても収

入金額を大幅に上回る仕入れ（服飾品の購入）が行われており、また、レンタル商品の減価償

却費は収入金額を大幅に上回っており、収益が全く生じていない。本件服飾レンタルのレンタ

ル商品は、原告のサイズに合うものしかなく、顧客は原告とサイズがほぼ同じ長年の固定客１

０人程度に限定されており、上記のように全く利益が出ていないにもかかわらず、宣伝広告等

は一切行われず、顧客拡大による収益拡大の努力が全く行われていない。また、営利目的の事

業を行う場合には、業績把握のために通常作成されるべき収支に係る帳簿類も作成せず、その

一方で、原告は、レンタル商品として、毎年収入を大幅に上回る金額の服飾品を購入し続けて

おり、さらに、そもそも原告が本件服飾レンタルを開始した動機は、服飾をレンタルすれば、

多くの服飾品を購入することができ、自分も気が向いたら着ることができるということにあり、

そもそも利益を得ることは目的としていないことがうかがわれる。これらの事情に鑑みると、

本件服飾レンタルにより経済的に安定した収入を得る見込みはなく、本件服飾レンタルに営利

性があるとは認め難い。 

 また、原告は、医師業を本業として、相当程度安定した収入を得ており、当該収入がその総

所得の大部分を占めており、本件服飾レンタルの資金についても、特に借入れ等を行った事実

も見当たらないことからすると、当該収入から捻出されたものであることがうかがわれる。そ

して、本件服飾レンタルは、多忙な医師業の合間の僅かな時間に、前記のとおり１０人程度の

固定客を相手に行っているものであること、商品の授受等は喫茶店などで個別に行われており、

特別な店舗や事務所等が設置されているわけではなく、レンタル商品を保管している原告所有

のマンションがあるものの、当該マンションは居住用であり、本件服飾レンタルの表示等も特

になかったこと、レンタル商品を収納するのに必要なクローゼットやタンス等以外は、特段営

業の用に供する物的設備もないこと、基本的には原告が１人で行っているため、従業員等の特

段の人的設備もないこと、さらに、顧客との間で領収書や請求書も発行しておらず、収支に係

る帳簿類も作成せず、特段の宣伝広告も行っていないことなどに鑑みれば、本件服飾レンタル

は、原告が医師業により安定した収入を得る傍らに、わずかな時間と労力により、特段の人的

設備や物的設備を備えることなく行われたものであり、事業としての社会的客観性を有してい

るとは認め難く、また、自己の危険と計画による企画遂行性があるとも認められない。むしろ、

前記認定事実を総合考慮すれば、自己の服飾費を減価償却費として損金算入することにより、

節税効果を得ることを目的として、事業の外観を備えるために本件服飾レンタルが行われてい

たとみるのが自然である。 

 以上からすれば、本件服飾レンタルが、自己の計算と危険において独立して営まれ、営利性、

有償性を有し、かつ反復継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められる業務とい

うことはできず、本件服飾レンタルの事業性は認められないというべきである。 

２ 争点②（本件役務提供所得が事業所得に該当するか）について 

(1) 総論 

 本件役務提供所得が、事業所得と給与所得のいずれに該当するのかが問題となるところ、所

得税法２７条１項は、事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その
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他の事業で政令で定めるものから生ずる所得をいうと規定し、同法２８条１項は、給与所得と

は、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与に係る所得をいうと規

定する。そして、前記のとおり、事業所得又は給与所得のいずれかに分類する判断に当たって

は、事業所得とは、自己の計算と危険において独立して営まれ、営利性、有償性を有し、かつ

反復継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められる業務から生じる所得をいい、

これに対し、給与所得とは、雇傭契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服し

て提供した労務の対価として使用者から受ける給付をいうことを一応の基準として区別する

のが相当であり、給与所得については、とりわけ、給与支給者との関係において何らかの空間

的、時間的な拘束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務の提供があり、その対価として

支給されるものであるかどうかが重視されるべきである（前掲最判昭和５６年４月２４日参

照）。以上を踏まえて、本件役務提供所得が、事業所得に該当するか給与所得に該当するかに

ついては、本件役務提供に係る契約内容、報酬の支払状況等、本件役務提供の具体的態様を前

提に判断すべきである。 

(2) 認定事実 

 前記前提事実並びに掲記各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 本件役務提供に係る契約内容（乙１８から２０まで） 

 平成１７年度から平成１９年度までの原告とＥとの間で本件役務提供に関して締結され

た契約は、以下のような内容であった。 

(ア) 契約期間 

 各年度とも、４月１日から翌年３月３１日までの１年間 

(イ) 身分取扱い 

 非常勤の顧問 

(ウ) 報酬額及び支払方法 

 報酬額は、平成１７年度及び平成１８年度は１か月３万円、平成１９年度は１か月５万

円の月額定額であり、支払方法は、毎月末日振込みとされていた。 

(エ) 委嘱内容 

ａ 月１回の事業場巡視（健康相談及び安全衛生委員会の出席） 

ｂ 定期健康診断の全社結果確認及び事後対応（受診指示及び面接指導その他） 

ｃ 労働基準監督署報告書類への対応 

ｄ 社員への疾病に対する個別相談（休職・復帰その他への対応） 

ｅ 社員の健康維持のための啓発等に関するアドバイス（ストレスや成人病予防その他） 

ｆ その他、社員の健康、疾病全般に関する必要な相談 

イ 本件役務提供の具体的内容（甲２３、乙９） 

 原告は、毎月１度、Ｅに赴き、労働衛生に関する会議（安全衛生委員会）に出席していた。

安全衛生委員会は、約１時間行われ、その中の２０分から３０分間、原告が健康に関する講

義や講話を行うことになっていた。 

 また、原告は、安全衛生委員会の日又は別の日にＥに赴き、Ｅの社員に対する健康やメン

タルヘルス向上について、Ｅの担当者に対する指導や講義等を行っていた。 

(3) 検討 

ア 前記認定事実によれば、本件役務提供は、Ｅとの契約に基づき、原告がＥに出向いて、毎
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月１回会議に出席し、一定の時間を割り当てられて講義・講話等を行い、また、同会議の日

又は別の日を設けて社員の健康に関し、担当者への講義や相談等を行うというものであり、

空間的・時間的に拘束された上で、Ｅの指揮監督に基づき、断続的又は継続的に行われてい

たものと評価することができる。しかも、本件役務提供に対しては、原告の提供した役務の

時間数やその内容に応じて支払われるものではなく、毎月定額の報酬が一定の方法で支払わ

れていたのであり、これは原告が断続的又は継続的に提供した役務に対する対価であるとい

え、本件役務提供は、原告の自己の計算と危険によって行われるものではないといえる。 

 以上からすれば、本件役務提供は、原告が自己の計算と危険の上独立に行っているもので

はなく、Ｅによる空間的・時間的な拘束を受け、継続的又は断続的に労務の提供を行い、こ

れに対して支払われた対価であったということができるから、本件役務提供所得は、給与所

得であり、事業所得であるとは認められない。 

イ 原告は、原告が行う講話や講義、相談等の内容は、原告が医師としての専門知識を前提に

自由に決めることができ、裁量の余地が大きいものであるから、本件役務提供は、Ｅの指揮

監督の下に行われたものではなく、給与所得に該当しない旨主張する。しかしながら、提供

される労務の内容について専門性が要求され、本人にある程度の自主性が認められる場合で

あっても、労務が他人の指揮監督の下に提供され、その対価として得られた報酬である限り、

給与所得に該当すると考えられるところ、前記のとおり、本件役務提供はＥの指揮監督の下

に提供され、その対価として報酬を得ていると評価できるのであるから、当該報酬は給与所

得に該当するというべきである。 

 また、原告は、本件役務提供については、Ｅに出向いて行う講話等の事前事後に資料調査・

検討に充てた相当の時間も含まれているのであるから、本件役務提供が常に時間的・場所的

に拘束を受けた上で行われていたわけではなく、Ｅの指揮監督の下で行われていたとはいえ

ず、給与所得には当たらない旨主張しているようである。しかしながら、原告が主張する上

記資料調査・検討の時間は、Ｅで行う安全衛生委員会への出席や健康診断等を実施するため

の準備作業にすぎず、当該準備行為の内容に応じて報酬が支払われているものではないから、

当該準備行為について時間的に拘束がないからといって原告の提供する役務がＥの指揮監

督の下行われていることが否定されるものではない。 

ウ 以上からすれば、本件役務提供所得は給与所得に該当し、事業所得に該当するものではな

いと認められる。 

３ 争点③（本件各所得の事業所得該当性を否定することが信義則に反するか）について 

(1) 総論 

 租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理の適用により、上

記課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があるとしても、法律による行政の

原理、とりわけ租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、同法理の適用に

ついては慎重でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を

犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義

に反するといえるような特別の事情が存する場合に、初めて同法理の適用の是非を考えるべき

ものである。そして、上記特別の事情が存するかどうかの判断に当たっては、少なくとも、税

務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したことにより、納税者がその表示を

信頼しその信頼に基づいて行動したところ、のちに上記表示に反する課税処分が行われ、その
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ために納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかどうか、また、納税者が税務

官庁の上記表示を信頼しその信頼に基づいて行動したことについて納税者の責めに帰すべき

事由がないかどうかという点の考慮は不可欠のものであるといわなければならない（最判昭和

６２年１０月３０日・裁判集民事１５２号９３頁参照）。 

(2) 検討 

ア 原告は、①平成１４年に行われた税務調査及びそれ以前の複数回の調査においても本件各

所得の事業所得該当性を否認されなかったこと、②平成１７年分及び平成１９年分の所得税

について還付が行われていることなどの理由により、本件各所得の事業所得該当性を否認す

ることは信義則に反する旨主張する。 

イ しかしながら、上記①は、原告が本件各所得が事業所得に該当することを前提に確定申告

を行ったのに対し、税務調査の際担当の税務職員から本件各所得が事業所得に該当しない旨

の指摘を受けたことがなく、税務調査を経ても、修正申告のしょうようや更正処分が行われ

ることがなかったことをもって、税務官庁が本件各所得の事業所得該当性を認めるという公

的見解を示したものと評価できるという趣旨の主張と理解できる。しかしながら、税務職員

が事業所得に該当しない旨の指摘をせず、事業所得に該当しないことを前提とした修正申告

のしょうようや更正決定をしなかったという事情のみでは、当該税務職員が本件各所得が事

業所得に該当する旨の見解を表示したと評価することは困難であるから、これにより信義則

の法理の適用の前提となる税務官庁の公式の見解が示されたとみることはできない。また、

証拠（乙２１から３９まで）及び弁論の全趣旨によれば、平成１４年に行われた税務調査に

おいて、原告が税務調査の面接を拒むなどして調査に協力をしなかったことが認められると

ころ、このため税務職員が十分な調査を行うことができず、本件各所得の事業所得該当性に

ついて適切な判断をすることができないまま、原告の申告どおり本件各所得が事業所得に該

当する旨の処理がされたことがうかがわれるのであって、税務調査を経たにもかかわらず本

件各所得が事業所得に該当しないことを前提とした課税に変更されていないことをもって、

本件各所得が事業所得に該当するものとして処理する旨の課税庁による公の見解が表明さ

れたとみることはできない。さらに、平成１４年に行われた税務調査の際、大淀税務署の税

務職員から原告に対して送付された書面には、本件服飾レンタルは毎年大幅な赤字となって

おり、事業といえるか疑問である旨の指摘がされており（乙２３、２５）、原告が当該税務

調査に対する回答として提出した書面にも、本件服飾レンタルが事業とはいえない旨の指摘

を受けたことをうかがわせる記載が存在すること（乙２６、３２、４３）からすれば、原告

は、税務職員から、本件服飾レンタル所得が事業所得には該当しないか又は疑問がある旨の

指摘を受けていたと認められるから、原告の上記主張はその前提を欠くものである。 

ウ また、上記②の主張についても同様に、平成１７年分及び平成１９年分の所得税につき、

原告が、本件各所得が事業所得に該当することを前提に申告した内容どおりに還付が行われ

たことをもって、本件各所得が事業所得に該当する旨の課税庁の公式の見解が示されたもの

とはいえない。 

エ 以上からすれば、原告が主張する上記①及び②の事情は、課税庁が、原告に対し、本件各

所得が事業所得に該当する旨の公的見解を表示したものとは認められず、本件各処分が、従

前原告に与えた公的見解の表示に反する処分であるということはできないから、本件各処分

について信義則の法理を適用する余地はない。 
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４ 争点④（Ａの譲渡により生じた損失は損益通算の対象となるか）について 

(1) 租税特別措置法３１条１項は、長期譲渡所得の課税の特例として、個人が、その有する土

地若しくは土地の上に存する権利又は建物及びその附属設備若しくは構築物で、その年１月１

日において所有期間が５年を超えるものの譲渡をした場合には、当該譲渡による譲渡所得につ

いては、他の所得と区分し、その年中の当該譲渡に係る譲渡所得の金額について所得税を課す

こととし、この場合において、長期譲渡所得の全額の計算上生じた損失の金額があるときは、

所得税法その他所得税に関する法令の規定の適用については、当該損失の金額は生じなかった

ものとみなすと規定し、同条３項２号は、同法６９条の規定する損益通算の適用に際しては、

当該譲渡所得についてはその対象としないことと定めている。 

 そうであるところ、前記前提事実並びに証拠（甲１１、１３、１９）及び弁論の全趣旨によ

れば、原告は、昭和６３年６月７日にＡの所有権を取得し、平成１８年１１月３０日にＡを譲

渡したことが認められ、Ａは、譲渡の時点で原告の所有期間が５年を超えるものであったので

あるから、当該譲渡による譲渡所得については、租税特別措置法３１条１項により、分離課税

の長期譲渡所得として、他の所得との損益通算の対象とはならない。 

(2) 原告は、Ａは、一種の棚卸資産に該当するから、損益通算の対象となる旨主張する。 

 しかしながら、Ａは、譲渡されるまでの間は賃貸の用に供されていたのであり（弁論の全趣

旨）、事業に係る商品等に該当するものではないから、所得税法２条１項が定める棚卸資産に

該当しない。かえって、原告は、平成１３年分から平成１８年分までの収支内訳書（不動産取

得用）において、Ａを減価償却資産に該当するものとして減価償却費の計算をしていること（乙

４８から５３まで）からすれば、Ａは減価償却資産に該当するというべきである。したがって、

原告の上記主張を採用することはできない。 

５ 争点⑤（平成１８年分所得税確定申告書が期限後申告書であるか）について 

(1) 所得税法１２０条は、所得税の確定申告書の提出期限について、所得税額が発生する場合

には、第３期（その年の翌年２月１６日から３月１５日までの期間）において税務署長に対し、

確定申告書を提出することを義務付けている。 

 したがって、平成１８年分所得税確定申告書は、平成１９年３月１５日までに提出しなけれ

ば期限後申告書となるところ、原告の平成１８年分所得税確定申告書（乙２）には、大淀税務

署の平成１９年３月１６日付けの文書収受印が押されていることからすれば、原告の平成１８

年分所得税確定申告書は、同日に提出・受付がされたことが認められ、原告の平成１８年分所

得税確定申告書は期限後申告書であると認められる。 

(2) これに対し、原告は、同月１４日に、コンビニエンスストアにおいて、Ｃの発送手続を行

い、平成１８年分所得税確定申告書を送付したのであり、Ｃの通常の運用からすれば、同月１

５日に到着していないはずがない旨主張し、その根拠として、荷物受取日が同月１４日と記載

され、同日付けの領収印があるＣの「お客様控え」（甲２０）を提出する。 

 しかしながら、証拠（乙６３）によれば、原告が当該Ｃで送付した荷物については、同月１

５日の午前１１時６分にコンビニエンスストアから集荷され、同月１６日午前１０時５２分に

配達先に配達されたものと認められるから、仮に当該荷物が原告の平成１８年分所得税確定申

告書であったとしても、それが同月１５日までに税務署に提出されたとはいえず、原告の上記

主張には理由がない。 

 なお、原告は、平成１８年分所得税確定申告書が、同月１５日の夜開庁時間外に配達された
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ため、受け付けてもらえず、翌日に再配達された可能性があり、そうであれば実際には同月１

５日に到着していたのであるから、期限内申告書と扱うべきである旨主張する。しかしながら、

各税務署には、開庁時間外に確定申告書等の書類を提出する場合に利用する収受箱が設置され

ており、当該収受箱に投函された書類は、翌日の開庁時刻前に回収され、前日付けの文書収受

印が押印される取扱いとなっていたというのであるから（乙６２、弁論の全趣旨）、仮に平成

１８年分所得税確定申告書が同月１５日の夜、開庁時間外に配達されたのであれば、収受箱に

入れられた上で同日付けの文書収受印が押印されていたはずである。したがって、原告の上記

主張についても採用することができない。 

(3) また、原告は、同月１４日に平成１８年分所得税確定申告書をＣに出せば、通常は同月１

５日には税務署に届くものと考えられるから、原告が期限内に申告書を提出できなかったこと

について、国税通則法６６条１項ただし書の規定する正当な理由がある旨主張するようである。 

 当該正当な理由がある場合とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情が

あり、納税申告の重要性に鑑み設けられた無申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に

無申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうところ（最判平成１８年４月２０

日・民集６０巻４号１６１１頁参照）、Ｃを利用した場合であっても、集荷の時間との関係や

交通状況、配達先との距離関係等により、荷物を受け付けたときから１日以内で配達されると

は必ずしも限らないのは当然であり、特に、原告は、コンビニエンスストアにおいて上記Ｃの

発送手続を行っているところ、コンビニエンスストアにおいては集荷の時間帯が限定されてい

るのが通常であると考えられるから、同月１４日に配達を依頼したとしても、翌日に税務署に

配達されない可能性があるということは、原告においても当然予測し得たものということがで

きる。原告は、必要であれば自ら税務署に申告書を提出し、あるいは郵便又は信書便（以下「郵

便等」という。）により提出する（同法２２条参照）ことができたのであり、期限内に申告を

しなかったことを原告の責めに帰することができない客観的な事情があったとは認められず、

同法６６条１項ただし書の規定する正当な理由があるとは認められない。なお原告は、Ｃ等の

宅配便を郵便等と同様に取り扱わないことは不当で、正当な理由がある旨主張するが、確定申

告書は信書であって、宅配便では送付できないのであって、同法２２条が適用されないことも

当然であり、原告の上記主張は採用することができない。 

(4) 以上からすれば、原告の平成１８年分所得税確定申告書は期限後申告書であるから、平成

１８年分の無申告加算税賦課決定処分は適法である。 

６ 争点⑥（本件裁決の違法性）について 

 行政事件訴訟法１０条２項は、原処分主義を採用しており、裁決の取消しの訴えにおいては、

裁決の固有の瑕疵のみを主張し得る。原告は、本件裁決について、原処分（本件各処分）が信義

則に反するものではないとした点で違法である旨主張するのみであるが、当該主張は結局、原処

分の違法をいうものであり、本件裁決固有の違法性に関するものではないから、主張自体失当と

いうべきである。 

 なお、原告は、原処分と異なる理由でこれを維持する裁決については、同項が適用されないと

解すべきである旨主張するが、そもそも本件裁決は、原告が主張する上記信義則に関する主張に

ついての判断を加えた上で、原処分を維持しているのであり、原処分と異なる理由を示したもの

でないから、原告の主張はその前提を欠くものである。また、裁決が原処分と異なる理由で原処

分を維持した場合も、原処分の取消しの訴えを提起することができる以上、同訴えにおいて裁決
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により差し替えられた理由が審理判断の対象となるのであり、審理の矛盾抵触、訴訟経済上の不

都合を避ける原処分主義の趣旨に鑑みれば、このような場合の裁決取消しの訴えについても、同

項が適用されるというべきであり、原告の上記主張を採用することはできない。 

７ まとめ 

 以上を前提として、原告の本件各年分の所得税についてみると、被告が本訴において主張する

別紙記載の根拠はいずれも相当であり、その根拠に基づいて算定した原告の本件各年分の納付す

べき税額は、別表記載の本件更正処分における納付すべき税額と一致すると認められるから、本

件各更正処分は、適法というべきである。 

 そして、本件各更正処分が適法であった場合に賦課すべき過少申告加算税及び無申告加算税の

額は、別紙記載のとおりであると認められる。 

 したがって、本件各処分はいずれも適法であり、原告の請求はいずれも理由がないから棄却す

ることとし、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 山田 明 

   裁判官 徳地 淳 

   裁判官 藤根 桃世 
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別紙 

 

本件各更正処分等の根拠 

 

１ 本件各更正処分について 

 被告が本件において主張する原告の平成１７年分ないし平成１９年分の所得税に係る納付すべき

税額の計算根拠は次のとおりであり、これらは本件各更正処分における各納付すべき税額をいずれも

上回るから、本件各更正処分はいずれも適法である。 

(1) 平成１７年分 

ア 総所得金額 ２１３３万７５０３円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額 ０円 

 平成１７年分所得税修正申告書には、本件服飾レンタル及び本件役務提供から生じた所得の

計算上生じた損失としてマイナス５７０万９６１８円が計上されている（乙第１号証）が、上

記各所得は、いずれも事業所得に該当しないものであるから、その金額の計算上生じた損失は

損益通算の対象にはならない。 

(イ) 不動産所得の金額 △３７４万０１０９円 

 上記金額は、原告が平成１７年分所得税修正申告書において計上したとおりの金額である

（乙第１号証）。 

(ウ) 給与所得の金額 ２５０７万７６１２円 

 平成１７年分所得税修正申告書には、給与の収入金額として２７８２万６９６０円が計上さ

れている（乙第１号証）が、本件役務提供から生じる所得は給与所得に該当するため、給与の

収入金額は、これに本件役務提供から生じた所得３６万円（これは、平成１７年分収支内訳書

（一般用）の「売上（収入）金額の明細」欄に売上先がＥとして記載されている金額である〔乙

第１４号証〕。）を加算した２８１８万６９６０円である。 

 したがって、給与所得の金額は、給与の収入金額２８１８万６９６０円から、所得税法２８

条２項及び同条３項５号が規定する給与所得控除額３１０万９３４８円（すなわち、２２０万

円と当該収入金額である２８１８万６９６０円から１０００万円を控除した金額の１００分

の５に相当する金額９０万９３４８円との合計額である。）を控除した後の額である。 

(エ) 雑所得の金額 ０円 

 平成１７年分所得税修正申告書には、雑所得の金額が計上されていない（乙第１号証）が、

本件服飾レンタルから生じた所得は、雑所得に該当するため、雑所得に係る収入金額に４７万

９９００円（これは、平成１７年分収支内訳書（一般用）の「売上（収入）金額の明細」欄に

本件服飾レンタルに係る収入金額として記載されている金額である〔乙第１４号証〕。）を算入

する。 

 この点、本件服飾レンタルに係る必要経費の額は明らかではないが、仮に、原告が平成１７

年分収支内訳書（一般用）（乙第１４号証）において計上している必要経費の全額６５４万９

５１８円を必要経費として認容したとすると、雑所得の金額はマイナス６０６万９６１８円と

なり、雑所得の計算上生じた損失の金額が損益通算の対象とならない（所得税法６９条）こと

にかんがみると、雑所得の金額は０円である。 
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イ 所得控除の合計額 １６５万４４３３円 

 上記金額は、原告が平成１７年分所得税修正申告書に計上したのと同額である（乙第１号証）。 

ウ 課税総所得金額 １９６８万３０００円 

 上記金額は、上記アの金額（２１３３万７５０３円）から上記イの金額（１６５万４４３３円）

を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により、１０００円未満の端数を

切り捨てたもの）である。 

エ 納付すべき税額 ７５万０９００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額（４７９万２７１０円）から(イ)及び(ウ)の合計額（４０４万１

８００円）を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の

端数を切り捨てたもの）である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ４７９万２７１０円 

 上記金額は、平成１８年法律第１０号による改正前の所得税法８９条、平成１８年法律第１

０号による廃止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽

減措置に関する法律（以下「負担軽減措置法」という。）４条の規定を適用して算出した金額

（３３０万円に１００分の１０を乗じた金額３３万円、３３０万円を超え９００万円以下の金

額に１００分の２０を乗じた金額１１４万円、９００万円を超え１８００万円以下の金額に１

００分の３０を乗じた金額２７０万円及び１８００万円を超え上記ウの金額１９６８万３０

００円以下の金額に１００分の３７を乗じた金額６２万２７１０円を合算した金額）である。 

(イ) 定率減税額 ２５万００００円 

 上記金額は、平成１７年法律第２１号による改正前の負担軽減措置法６条の規定に基づいて

計算した金額であり、原告が平成１７年分所得税修正申告書に計上したのと同額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ３７９万１８００円 

 上記金額は、原告が平成１７年分所得税修正申告書に源泉徴収税額として計上した金額３８

０万９８００円（乙第１号証）から、原告が本件役務提供による収入に係る源泉徴収税額とし

て計上している金額３万６０００円（乙第５４号証）から本件役務提供から生じた所得を給与

所得とした場合の源泉徴収額１万８０００円（平成２２年法律第６号による改正前の所得税法

１８５条、平成１８年法律第１０号による廃止前の負担軽減法１１条、平成１７年法律第２１

号による改正前の負担軽減法別表第一の乙欄参照）との差額である１万８０００円を減額した

額である。 

オ 小括 

 したがって、被告が本件において主張する平成１７年分の所得税の納付すべき税額（７５万０

９００円）は、平成１７年分所得税更正処分において納付すべき税額６０万６３００円（甲第７

号証の３の２枚目）を超えることになる。 

(2) 平成１８年分 

ア 総所得金額 ２１６０万８４７３円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額 ０円 

 平成１８年分所得税確定申告書には、本件服飾レンタル及び本件役務提供から生じた所得の

計算上生じた損失としてマイナス５２６万１４２６円が計上されている（乙第２号証）が、上

記各所得は、いずれも事業所得に該当しないものであるから、その金額の計算上生じた損失は
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損益通算の対象にはならない。 

(イ) 不動産所得の金額 △１９３万８９９１円 

 上記金額は、原告が平成１８年分所得税確定申告書において損失として計上しているマイナ

ス１１７万１５０１円（乙第２号証）に、計上漏れとなっていると思われる経費の金額７６万

７４９０円（これは、平成１８年分収支内訳書（不動産所得用）の「地代家賃」の欄に記載さ

れている５４万８６４０円と「借入金利子」の欄に記載されている２１万８８５０円との合計

額である〔乙第５３号証〕。）を加算した金額である。 

(ウ) 給与所得の金額 ２３５４万７４６４円 

 平成１８年分所得税確定申告書には、給与の収入金額として２６２１万６２７８円が計上さ

れている（乙第２号証）が、本件役務提供から生じる所得は給与所得に該当するため、給与収

入の金額は、これに本件役務提供から生じた所得３６万円（これは、平成１８年分収支内訳書

（一般用）の「売上（収入）金額の明細」欄に売上先がＥとして記載されている金額である〔乙

第１５号証〕。）を加算した２６５７万６２７８円である。 

 したがって、給与所得の金額は、給与の収入金額２６５７万６２７８円から、所得税法２８

条２項及び同条３項５号が規定する給与所得控除額３０２万８８１３．９円（２２０万円と当

該収入金額である２６５７万６２７８円から１０００万円を控除した金額の１００分の５に

相当する金額８２万８８１３．９円との合計額）を控除した後の額（国税通則法基本通達（徴

収部関係）第１１９条関係６の規定により１円未満の端数を切り捨てたもの）である。 

(エ) 雑所得の金額 ０円 

 平成１８年分所得税確定申告書には、雑所得の金額が計上されていない（乙第２号証）が、

本件服飾レンタルから生じた所得は、雑所得に該当するため、雑所得に係る収入金額に３８万

７３００円（これは、平成１８年分収支内訳書（一般用）の「売上（収入）金額の明細」欄に

本件服飾レンタルに係る収入金額として記載されている金額である〔乙第１５号証〕。）を算入

する。 

 この点、本件服飾レンタルに係る必要経費の額は明らかではないが、仮に、原告が平成１８

年分収支内訳書（一般用）（乙第１５号証）において計上している必要経費の全額６００万８

７２６円を必要経費として認容したとすると、雑所得の金額はマイナス５６２万１４２６円と

なり、雑所得の計算上生じた損失の金額が損益通算の対象とならない（所得税法６９条）こと

にかんがみると、雑所得の金額は０円である。 

イ 所得控除の合計額 １６７万９６３８円 

 上記金額は、原告が平成１８年分所得税確定申告書に計上したのと同額である（乙第２号証）。 

ウ 課税総所得金額 １９９２万８０００円 

 上記金額は、上記アの金額（２１６０万８４７３円）から上記イの金額（１６７万９６３８円）

を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切

り捨てたもの）である。 

エ 納付すべき税額 ９８万４５００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額（４８８万３３６０円）から(イ)及び(ウ)の合計額（３８９万８

８１８円）を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の

端数を切り捨てたもの）である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ４８８万３３６０円 
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 上記金額は、平成１８年法律第１０号による改正前の所得税法８９条、平成１８年法律第１

０号による廃止前の負担軽減措置法４条の規定を適用して算出した金額（３３０万円に１００

分の１０を乗じた金額３３万円、３３０万円を超え９００万円以下の金額に１００分の２０を

乗じた金額１１４万円、９００万円を超え１８００万円以下の金額に１００分の３０を乗じた

金額２７０万円及び１８００万円を超え上記ウの金額１９９２万８０００円以下の金額に１

００分の３７を乗じた金額７１万３３６０円を合算した金額）である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円 

 上記金額は、平成１８年法律第１０号による廃止前の負担軽減措置法６条の規定に基づいて

計算した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ３７７万３８１８円 

 上記金額は、原告が平成１８年分所得税確定申告書の第二表の「所得の内訳（源泉徴収税額）」

欄に記載されている各源泉徴収税額を合計した金額３７８万８２１８円（乙第２号証、なお、

源泉徴収税額の合計額３７８万９７１８円とあるが、３７８万８２１８円が正しい。）から、

原告が本件役務提供による収入に係る源泉徴収税額として計上している金額３万６０００円

（乙第５５号証）から本件役務提供から生じた所得を給与所得とした場合の源泉徴収額２万１

６００円（平成２２年法律第６号による改正前の所得税法１８５条、平成１８年法律第１０号

による廃止前の負担軽減法１１条、平成１８年法律第１０号による廃止前の負担軽減法別表第

一の乙欄参照）との差額である１万４４００円を減額した額である。 

オ 小括 

 したがって、被告が本件において主張する平成１８年分の所得税の納付すべき税額（９８万４

５００円）は、平成１８年分所得税更正処分において納付すべき税額８４万５４００円（甲第７

号証の２の２枚目）を超えることになる。 

(3) 平成１９年分 

ア 総所得金額 ５４６万９４２９円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額 △２２４万１２７７円 

 上記金額は、次のａ及びｂの各金額の合計額である。 

ａ Ｆクリニックに係る所得金額 △２２４万１７４２円 

 上記金額は、次の(a)の金額（３６６万１３５０円）から(b)の金額（５９０万３０９２円）

を控除した後の金額である。 

(a) 収入金額 ３６６万１３５０円 

 上記金額は、原告が平成１９年分収支内訳書（一般用）（業種欄に「メンタルクリニッ

ク」と記載されているもの。以下「平成１９年分収支内訳書メンタルクリニック分」とい

う。）に収入金額として計上したのと同額である（乙第５６号証）。 

(b) 必要経費の金額 ５９０万３０９２円 

 上記金額は、原告が平成１９年分収支内訳書メンタルクリニック分の「差引原価」欄（⑨）

及び「経費計」欄（⑱）に計上している各金額の合計額８３８万１４２６円（乙第５６号

証）から、次のⅠ及びⅡの金額を各控除した金額である。 

Ⅰ Ｉ会費（２５０万円）の内、平成１９年分の必要経費にならない金額 

 ２２０万８３３４円 
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 原告が平成１９年分収支内訳書メンタルクリニック分（乙第５６号証）に科目名を「Ｉ

会」として計上している金額（３１５万７６８０円）のうち、原告がＩ会費（「協力金」）

として支払った金額２５０万円（乙第５７号証）は、所得税法２条２０号及び同法施行

令７条１項３号ホに規定する繰延資産に該当する。それゆえ、繰延資産の償却費として

平成１９年分の事業所得の必要経費になる金額は、所得税法５０条、同法施行令１３７

条１項、同条２項及び所得税基本通達５０－３の規定により、２９万１６６６円（これ

は、上記２５０万円を、その支出の効果の及ぶ期間〔５年〕の月数である６０で除した

金額に、その年において事業所得を生ずべき業務を行っていた期間の月数〔その年がそ

の繰延資産となる費用を支出した日の属する年である場合には、同日から当該業務を行

っていた期間の末日までの期間の月数であり、一月に満たない端数を生じたときは、こ

れを一月とする。〕である７〔原告が上記支出した日は、平成１９年６月４日であり｛乙

第５７号証｝、医師業を行っていた期間の末日は、平成１９年１２月３１日である。〕を

乗じた金額である。）となる。 

 したがって、原告がＩ会費として支払った金額２５０万円から上記金額２９万１６６

６円を控除した後の金額２２０万８３３４円は、平成１９年分の事業所得の必要経費に

は算入できない。 

Ⅱ Ｉ会費（３０万円）のうち、平成１９年分の必要経費にならない金額 

 ２７万００００円 

 上記Ⅰと同様に、原告が平成１９年分収支内訳書メンタルクリニック分に科目名を

「Ｉ会」として計上している金額のうち、原告がＩ会費（「Ｇ入会金」分）として支払

った金額３０万円（乙第５８号証）は、繰延資産に該当するため、繰延資産の償却費と

して平成１９年分の事業所得の必要経費になる金額は、３万円（これは、上記３０万円

を、その支出の効果の及ぶ期間〔５年〕の月数である６０で除した金額に、その年にお

いて事業所得を生ずべき業務を行っていた期間の月数〔その年がその繰延資産となる費

用を支出した日の属する年である場合には、同日から当該業務を行っていた期間の末日

までの期間の月数であり、一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とする。〕

である６〔原告が上記支出した日は、平成１９年７月４日であり｛乙第５８号証｝、医

師業を行っていた期間の末日は、平成１９年１２月３１日である。〕を乗じた金額であ

る。）となる（なお、乙第５８号証に記載されているＩ会費のうち、上記３０万円以外

の金額については、支出する金額が２０万円未満であるため、その支出する金額に相当

する金額を事業所得の金額の計算上必要経費に算入することになる〔所得税法施行令１

３９条の２〕。）。 

 したがって、原告がＩ会費として支払った金額３０万円から上記金額３万円を控除し

た金額２７万円は、平成１９年分の事業所得の必要経費には算入できない。 

ｂ Ｆクリニックに係る所得以外の所得金額 ４６５円 

 上記金額は、次の(a)の金額（１８万１１００円）から(b)の金額（１８万０６３５円）を

控除した後の金額である。 

(a) 収入金額 １８万１１００円 

 原告が平成１９年分収支内訳書（一般用）（業種欄に「コンサルタント」と記載されて

いるもの。以下「平成１９年分収支内訳書コンサルタント分」という。）に、「Ｈ」及び「そ
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の他」の収入金額として計上した金額の合計額と同じである（乙第１６号証）。 

(b) 必要経費 １８万０６３５円 

 平成１９年分収支内訳書コンサルタント分の記載のみからは、当該必要経費の金額は明

らかではないため、原告が平成１９年分収支内訳書コンサルタント分に計上した必要経費

のうち、「その他の経費」（「租税公課」から「文具書籍」までの各欄）に計上している金

額の合計額の全額１８万０６３５円を必要経費として認定する（乙第１６号証）。 

(イ) 不動産所得の金額 △１５０万３９３２円 

 上記金額は、原告が平成１９年分所得税確定申告書に計上したのと同額である（乙第３号証）。 

(ウ) 給与所得の金額 ９２１万４６３８円 

 平成１９年分所得税確定申告書には、給与の収入金額として１０９４万９０９３円が計上さ

れている（乙第３号証）が、本件役務提供から生じる所得は給与所得に該当するため、給与の

収入金額は、これに本件役務提供から生じた所得５４万円（これは、平成１９年分収支内訳書

コンサルタント分の「売上（収入）金額の明細」欄に売上先がＥとして記載されている金額で

ある〔乙第１６号証〕。）を加算した１１４８万９０９３円である。 

 したがって、給与所得の金額は、給与の収入金額１１４８万９０９３円から、所得税法２８

条２項及び同条３項５号が規定する給与所得控除額２２７万４４５４．６５円（２２０万円と

当該収入金額である１１４８万９０９３円から１０００万円を控除した金額の１００分の５

に相当する金額７万４４５４．６５円の合計額）を控除した後の額（ただし、国税通則法基本

通達（徴収部関係）第１１９条関係６の規定により１円未満の端数を切り捨てたもの）である。 

(エ) 雑所得の金額 ０円 

 平成１９年分所得税確定申告書には、雑所得の金額が計上されていない（乙第３号証）が、

本件服飾レンタルから生じた所得は、雑所得に該当するところ、雑収入の金額に０円（平成１

９年分収支内訳書コンサルタント分の「売上（収入）金額の明細」欄には、本件服飾レンタル

に係る収入金額が記載されていない〔乙第１６号証〕。）を算入する。 

 そして、雑所得の計算上生じた損失の金額が損益通算の対象とならない（所得税法６９条）

ため、必要経費の金額がいくらであろうとも、雑所得の金額は０円である。 

イ 所得控除の合計額 ８４万４０１１円 

 上記金額は、原告が平成１９年分所得税確定申告書に計上したのと同額である（乙第３号証）。 

ウ 課税総所得金額 ４６２万５０００円 

 上記金額は、上記アの金額（５４６万９４２９円）から上記イの金額（８４万４０１１円）を

控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り

捨てたもの）である。 

エ 納付すべき税額（還付金の額に相当する税額） △７８万９１９９円 

 上記金額は、次の(ア)の金額（４９万７５００円）から(イ)の金額（１２８万６６９９円）を

控除した後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ４９万７５００円 

 上記金額は、所得税法８９条の規定を適用して算出した金額（１９５万円に１００分の５を

乗じた金額９万７５００円、１９５万円を超え３３０万円以下の金額に１００分の１０を乗じ

た金額１３万５０００円及び３３０万円を超え上記ウの金額４６２万５０００円以下の金額

に１００分の２０を乗じた金額２６万５０００円を合算した金額）である。 
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(イ) 源泉徴収税額 １２８万６６９９円 

 上記金額は、原告が平成１９年分所得税確定申告書に源泉徴収税額として計上した金額１３

２万４４９９円（乙第３号証）から、原告が本件役務提供による収入に係る源泉徴収税額とし

て計上している金額５万４０００円（乙第５９号証）から本件役務提供から生じた所得を給与

所得とした場合の源泉徴収額１万６２００円（平成２２年法律第６号による改正前の所得税法

１８５条、同法別表第二の乙欄参照）との差額である３万７８００円を減額した額である。 

オ 小括 

 したがって、被告が本件において主張する平成１９年分の所得税の納付すべき税額（△７８万

９１９９円）は、平成１９年分所得税更正処分において納付すべき税額（△１０２万５３９９円、

甲第７号証の１の２枚目）を超えることになる。 

２ 本件各賦課決定処分について 

 被告が本件において主張する原告の納付すべき加算税額の計算根拠は次のとおりであり、これらは

本件各賦課決定処分における各納付すべき加算税額をいずれも上回るから、本件各賦課決定処分はい

ずれも適法である。 

(1) 平成１７年分 １９万５０００円 

 上記金額は、平成１７年分所得税修正申告書において算出される還付金の額に相当する税額（１

２０万０８００円、甲第７号証の３）と上記１(1)エの金額（７５万０９００円）を合計した金額

１９５万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）

に同法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

 したがって、被告が本件において主張する平成１７年分の過少申告加算税額（１９万５０００円）

は、平成１７年分賦課決定処分に係る過少申告加算税額（１８万円、甲第７号証の３の１枚目）を

超えることになる。 

(2) 平成１８年分 ５８万６０００円 

 上記金額は、平成１８年分所得税確定申告書において算出される還付金の額に相当する税額（２

７７万２７１８円、乙第２号証）と上記１(2)エの金額（９８万４５００円）を合計した金額３７

５万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）を基

礎として、これに国税通則法６６条１項の規定に基づき１００分の１５の割合を乗じて算出した金

額５６万２５００円と、同条２項の規定に基づき、上記３７５万円に△２７７万２７１８円（累積

納付税額）を加算した金額９７万７２８２円のうち５０万円を超える部分に相当する税額４７万円

（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）に１００分

の５の割合を乗じて算出した金額２万３５００円との合計額である。 

 したがって、被告が本件において主張する平成１８年分の無申告加算税額（５８万６０００円）

は、平成１８年分賦課決定処分に係る無申告加算税額（５５万８０００円、甲第７号証の３の１枚

目）を超えることになる。 

(3) 平成１９年分 ５万３０００円 

 上記金額は、平成１９年分所得税確定申告書において算出される還付金の額に相当する税額（１

３２万４４９９円、乙第３号証）と上記１(3)エの金額（△７８万９１９９円）の差額５３万円（た

だし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）に同法６５条１

項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

 したがって、被告が本件において主張する平成１９年分の過少申告加算税額（５万３０００円）
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は、平成１９年分賦課決定処分に係る過少申告加算税額（２万９０００円、甲第７号証の１の１枚

目）を超えることになる。 
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別表１ 

課税の経緯 

《平成１７年分》 （単位：円） 

区分 確定申告 修正申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成18年3月14日 平成20年11月29日 平成20年12月15日 平成21年1月21日 平成21年3月18日 平成21年4月16日 平成22年2月24日 

総所得金額 15,285,273 15,285,273 20,995,503 15,285,273 15,285,273

事業所得 △5,709,618 △5,709,618 0 △5,709,618 △5,709,618

不動産所得 △3,740,109 △3,740,109 △3,740,109 △3,740,109 △3,740,109

給与所得 24,735,000 24,735,612 24,735,612 24,735,612 24,735,612

内
訳 

雑所得  0

納付すべき税額 △1,202,000 △1,200,800 606,300 △1,200,800 △1,200,800

過少申告加算税  180,000 0

棄
却 

0

棄
却 

（注）１ 「内訳」欄の△印は、損失金額を示す。 

   ２ 「納付すべき税額」欄の△印は、還付金の額に相当する税額を示す。 
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別表２ 

課税の経緯 

《平成１８年分》 （単位：円） 

区分 確定申告 更正の請求 通知処分 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成19年3月16日 平成20年11月29日 平成20年12月10日 平成20年12月15日 平成21年1月21日 平成21年3月18日 平成21年4月16日 平成22年2月24日 

総所得金額 8,415,497 7,648,007 8,415,497 21,266,473 7,648,007

事業所得 △5,261,426 △5,261,426 △5,261,426 0 △5,261,426

不動産所得 △1,171,501 △10,296,031 △1,171,501 △1,938,991 △10,296,031

給与所得 23,205,464 23,205,464 23,205,464 23,205,464 23,205,464

雑所得  0

内
訳 

譲渡所得 △8,357,040 0 △8,357,040 0 0

分離譲渡所得  △8,357,040

納付すべき税額 △2,772,718 △3,021,218 △2,772,718 845,400 △3,021,218

無申告加算税  558,000 0

棄
却 

更
正
処
分
の
一
部
取
消
し
を
求
め
る 

棄
却 

（注）１ 「内訳」欄の△印は、損失金額を示す。 

   ２ 「納付すべき税額」欄の△印は、還付金の額に相当する税額を示す。 
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別表３ 

課税の経緯 

《平成１９年分》 （単位：円） 

区分 確定申告 更正の請求 通知処分 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

申告等の年月日 平成20年3月14日 平成20年11月29日 平成20年12月10日 平成20年12月15日 平成21年1月21日 平成21年3月18日 平成21年4月16日 平成22年2月24日 

総所得金額 261,487 △582,806 261,487 4,477,630 ※ △582,806

事業所得 △6,936,219 △7,779,512 △6,936,219 △2,720,076 △7,779,512

不動産所得 △1,503,932 △1,503,932 △1,503,932 △1,503,932 △1,503,932

給与所得 8,701,638 8,701,638 8,701,638 8,701,638 8,701,638

内
訳 

雑所得  0

納付すべき税額 △1,324,499 △1,324,499 △1,324,499 △1,025,399 △1,324,499

過少申告加算税  29,000 0

棄
却 

更
正
処
分
の
一
部
取
消
し
を
求
め
る 

棄
却 

（注）１ 「内訳」欄の△印は、損失金額を示す。 

   ２ 「納付すべき税額」欄の△印は、還付金の額に相当する税額を示す。 

   ３ ※は通知処分についても併せ審理している。 


